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１. 経営成績等の概況 

(１) 当期の経営成績の概況 

当連結会計年度における当社グループ（当社及び当社の関係会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロ

ー（以下、「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。 

 

財政状態及び経営成績の状況 

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルスの５類移行による人流回復や高水準の賃上げなどに

より、個人消費は持ち直しており、国内の景気も緩やかに回復基調で推移しましたが、大幅な為替変動や資源価格

の高騰による景気への影響が懸念されます。世界経済においては、物価上昇や各国の金融引締めに伴う景気の下振

れ懸念は高く、またウクライナおよび中東情勢などの地政学リスクの警戒感が高まり、先行きが不透明な状況が続

いております。 

このようななか当社グループにおいては、半導体不足等の影響により自動車関連の減産が続いていることや中国

での需要低迷、および資源価格高騰等による製造コスト増もあり、当連結会計年度の売上高は 266 億８千３百万円

（前期比 2.8％減）、経常利益は６億４千８百万円（前期比 907.6％増）となりました。一方、特別利益として為替

換算調整勘定取崩益８億７千１百万円、投資有価証券売却益６億５千３百万円を計上し、特別損失として当社の連

結子会社である天津碧美特工程塑料有限公司の固定資産の減損損失３億５百万円を計上したこと等により、親会社

株主に帰属する当期純利益は７億４千万円（前期親会社株主に帰属する当期純損失５億１千９百万円）となりまし

た。 

 

当社グループのセグメント別の業績は次のとおりです。 

 

「日本」 

国内部門別の概況として、樹脂コンパウンド部門は、国内自動車生産は回復傾向にはあるものの、全体取扱数

量の減少に伴い部門営業利益は昨年を下回りました。 

樹脂用着色剤部門は、自動車関連の販売、化粧品・トイレタリー向けで回復を見せ、一部の飲料用ＭＢが堅調

なことも相まって、部門営業利益は昨年を上回りました。 

加工カラー部門は、主要取引先の自動車用内装材関連、建材関係が堅調に推移し、液体分散体で大型ディスプ

レイ用途が徐々に回復傾向にあり、部門営業利益は昨年を上回りました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は 144 億１千４百万円（前期比 6.8％増）、営業利益は６千万円（前期営

業損失３億３千６百万円）となりました。 

 

「東南アジア」 

東南アジアは、中国をはじめとする各国での需要低迷の影響から販売は減少し、当連結会計年度の売上高は

117 億８千４百万円（前期比 12.1％減）となりましたが、営業利益は、販売構成の変化や為替等の影響により４

億３千８百万円（前期比 42.2％増）となりました。 

 

「中国」 

中国は、日系自動車販売の回復が見られず販売が減少し、当連結会計年度の売上高は４億８千４百万円（前期

比 14.5％減）となり、営業損失は７千３百万円（前期営業損失３千万円）となりました。 
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(２) 当期の財政状態の概況 

資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計期間の総資産は 296 億２千６百万円と前期末の 290 億８千１百万円に比べ５億４千５百万円の増加

となりました。 

資産のうち流動資産は 159 億９千６百万円と前期末の 150 億４千８百万円に比べ９億４千７百万円の増加とな

りました。この主な要因は現金及び預金が８億４千２百万円、その他が１億２千１百万円それぞれ増加したことな

どによるものです。固定資産は 136 億２千９百万円と前期末の 140 億３千２百万円に比べ４億２百万円の減少とな

りました。この主な要因は、投資その他の資産が２億１千６百万円増加し、有形固定資産が５億８千７百万円減少

したことなどによるものです。 

負債合計は 139 億２千８百万円と前期末の 138 億９千万円に比べ３千７百万円の増加となりました。負債のうち

流動負債は 101 億３千７百万円と前期末の 98 億９千５百万円に比べ２億４千２百万円の増加となりました。この

主な要因は支払手形及び買掛金が１億９百万円、未払法人税等が１億５千９百万円、その他が２億７千８百万円そ

れぞれ増加し、短期借入金が３億５百万円減少したことなどによるものです。固定負債は 37 億９千万円と前期末

の 39 億９千５百万円に比べ２億４百万円の減少となりました。この主な要因は長期借入金が３億１千１百万円減

少し、繰延税金負債が１億５千６百万円増加したことなどによるものです。 

純資産合計は 156 億９千８百万円と前期末の 151 億９千万円に比べ５億７百万円の増加となりました。この主な

要因は利益剰余金が５億８千３百万円増加したことなどによるものです。 

 

(３) 当期のキャッシュ・フローの概況 

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前期に比べ８億７千６

百万円増加し 32 億２千万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において営業活動による資金の収入は前期と比べ５億３千万円増加し、15 億２千３百万円とな

りました。これは、税金等調整前当期純利益の増加などによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において投資活動による資金は前期と比べ８億９千万円支出が減少し、１億９千１百万円の増加

となりました。これは投資有価証券の売却による収入が７億９千３百万円増加したことなどによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において財務活動による資金の減少は８億９千６百万円となりました。前期は 31 億７千４百万

円の減少でした。 
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(４) 今後の見通し 

当社グループは、足許の事業環境の急速、かつ急激な変化に対応し、当社グループの更なる事業拡大及び企業価

値向上を実現するため、持株会社体制に移行し、グループ経営戦略推進機能の強化、権限と責任の明確化による意

思決定の迅速化、及び 2024 年４月に子会社化した住化カラー株式会社との相乗効果を早期に実現し、新たなグル

ープとして、持続可能な社会の実現に貢献していきたいと考えています。 

2025 年３月期の連結業績見通しにつきましては、売上高 420 億円、経常利益６億円を見込んでおります。 

なお、住化カラー株式会社を子会社化したことに伴い、負ののれん（特別利益）の発生が予定されておりますが、

現時点では正確な金額の把握が困難なため、親会社株主に帰属する当期純利益を開示しておりません。影響額を精

査し、開示が可能となった時点で速やかに公表する予定です。 

また 2024 年６月 27 日に開催される株主総会の議題において持株会社化することの承認可決を目的としており、

当業績予想は持株会社化体制を前提とした業績予想になります。今後大幅に業績予想が変わり、修正が必要と判断

した場合は速やかに発表いたします。 

２. 会計基準の選択に関する基本的な考え方  

当社グループは日本基準により連結財務諸表を作成しております。なお、国際財務報告基準の適用につきまして

は、国内外の諸情勢を踏まえ、検討を進めていく方針であります。 
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(５) 連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

（セグメント情報） 

１. 報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。当社は、主に合

成樹脂着色及び着色剤の製造販売をしており、国内においては当社が、海外においては東南アジア(ﾏﾚｰｼｱ、ｲﾝﾄﾞﾈ

ｼｱ）地域を Nippon Pigment(M)Sdn Bhd、P.T.Nippisun Indonesia 、中国を天津碧美特工程塑料有限公司の現地法

人が担当しており、現地法人はそれぞれ独立した経営単位であります。したがって、当社は、合成樹脂着色及び着

色剤の製造販売を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日本」、「東南アジア」「中国」の３つを報

告セグメントとしております。 

（報告セグメントの変更等に関する事項） 

当連結会計年度より従来「その他」に含まれていた「中国」について量的な重要性が増したため報告セグメント

として記載する方法へ変更しております。 

なお、前連結会計年度のセグメント情報については変更後の区分により作成したものを記載しております。 

２. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 2022 年４月１日 至 2023 年３月 31 日） （単位：千円） 

 

報告セグメント 

合計 調整額 

連結損益計算書

計上額(注１) 日本 東南アジア 中国 

売上高       

外部顧客への売上高 13,496,522 13,400,969 566,352 27,463,844 - 27,463,844 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
225,873 79 36,616 262,569 △262,569 - 

計 13,722,396 13,401,048 602,968 27,726,414 △262,569 27,463,844 

セグメント利益又は損失(△) △336,616 308,067 △30,574 △59,122 - △59,122 

（注）1.セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

 

当連結会計年度（自 2023 年４月１日 至 2024 年３月 31 日） （単位：千円） 

 

報告セグメント 

合計 調整額 

連結損益計算書

計上額(注１) 日本 東南アジア 中国 

売上高       

外部顧客への売上高 14,414,909 11,784,257 484,060 26,683,226 - 26,683,226 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
209,705 - - 209,705 △209,705 - 

計 14,624,614 11,784,257 484,060 26,892,932 △209,705 26,683,226 

セグメント利益又は損失(△) 60,910 438,212 △73,286 425,836 - 425,836 

（注）1.セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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（１株当たり情報） 

項目 

前連結会計年度 

（自 2022 年４月１日 

至 2023 年３月 31 日） 

当連結会計年度 

（自 2023 年４月１日 

至 2024 年３月 31 日） 

１株当たり純資産額 9,015.74 円 9,236.87 円 

１株当たり当期純利益又は 

１株当たり当期純損失（△） 
△331.17 円 471.86 円 

（注）1.前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、

潜在株式がないため記載しておりません。当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

 

2.１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 

前連結会計年度 

（自 2022 年４月１日 

至 2023 年３月 31 日） 

当連結会計年度 

（自 2023 年４月１日 

至 2024 年３月 31 日） 

親会社株主に帰属する当期純利益又は

親会社株主に帰属する当期純損失（△）

（千円） 

△519,895 740,698 

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益又は親会社株主に帰属する

当期純損失（△）（千円） 

△519,895 740,698 

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,569 1,569 

 

（重要な後発事象） 

（持株会社体制への移行について） 

当社は 2024 年５月 10 日開催の取締役会において、当社の 100％子会社との吸収分割契約締結を承認すること（当該

吸収分割契約に基づく吸収分割を、以下「本件吸収分割」といいます。）を決議し、2024 年 10 月１日に持株会社体制

へ移行することといたしました。また、当社は、持株会社体制への移行に伴い商号並びに定款の一部変更を行うこと

を 2024 年６月 27 日開催予定の第 88 回定時株主総会に付議することを決議しました。なお、本件吸収分割及び定款の

一部変更につきましては、2024 年６月 27 日開催予定の当社定時株主総会において承認されることを条件としており

ます。 

 

１. 持株会社体制への移行の背景 

当社は、技術革新・サービスの向上に努め、お客様のニーズに合った環境に配慮した高品質の製品作り、持続可

能な社会の実現に貢献し得る新製品の開発を目指してまいりました。主力事業である樹脂コンパウンド及び樹脂用

（プラスチック用）、塗料用、繊維用などの各種着色剤の製造販売においては、外部環境の急速かつ急激な変化に

より、製造コストが上昇しており、合わせて、本邦における将来的な市場縮小にも備えてゆかなければならない状

況にあります。 

このような状況下において、足許の課題解決を図るとともに、2024 年４月 30 日で子会社化した住化カラー株式

会社との統合効果の早期実現を図るため、持株会社体制に移行することといたしました。 
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２. 持株会社体制への移行方法 

（1）今後の本件吸収分割の日程 

吸収分割契約承認取締役会 2024 年５月 10 日 

吸収分割契約締結 2024 年５月 10 日 

吸収分割契約承認株主総会 2024 年６月 27 日（予定） 

本件吸収分割の効力発生日 2024 年 10 月１日（予定） 

（2）本件吸収分割の方式 

本件吸収分割は当社を吸収分割会社とし、当社 100％出資の株式会社日本ピグメント分割準備会社を吸収分割承

継会社（以下、「承継会社」といいます。）とする吸収分割により、当社が営む一切の事業（但し、グループ経営管

理事業を除く。）を承継会社に承継させる予定です。 

（3）本件吸収分割に係る割り当ての内容 

承継会社は、本件吸収分割に際して、普通株式 3,400 株を発行し、これを全て当社に割当交付いたします。 

（4）本件吸収分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

（5）本件吸収分割により増減する資本金 

本件吸収分割に際し、当社の資本金の増減はありません。 

（6）承継会社が承継する権利義務 

承継会社は、効力発生日において、本件吸収分割に係る吸収分割契約において規定するものを当社から承継いた

します。なお、承継会社が当社から承継する債務については、重畳的債務引受の方法によるものといたします。 

（7）債務履行の見込み 

本件吸収分割後において、当社に残存する資産の額と承継会社に承継する資産の額は、ともに当社に残存する負

債の額及び承継会社に承継する負債の額をそれぞれ上回ることが見込まれており、また、当社及び承継会社の収益

状況においても負担すべき債務の履行に支障を及ぼすような事態が予想されていないことから、当社及び承継会社

の債務の履行の見込は十分に確保されていると判断いたします。 

３. 本件吸収分割の当事会社の概要 

 吸収分割会社 吸収分割承継会社 

（１）名称 日本ピグメント株式会社 

（2024 年 10 月１日付で「株式会社日本ピグメ

ントホールディングス」に商号変更予定です。）

株式会社日本ピグメント分割準備会社 

（2024 年 10 月１日付で「日本ピグメント

株式会社」に商号変更予定です。） 

（２）所在地 東京都千代田区神田錦町３丁目 20 番地 東京都千代田区神田錦町３丁目 20 番地 

（３）代表者 代表取締役社長執行役員 加藤 龍巳 代表取締役 加藤 龍巳 

（４）事業内容 樹脂コンパウンド及び樹脂用、塗料用、繊維用な

どの各種着色剤の製造販売 

各種コンパウンド、各種樹脂用着色剤、高

分散型液体分散体などの製造販売 

（但し、本件吸収分割前に事業を行う予

定はありません） 

（５）資本金 1,481 百万円 

（2024 年３月 31 日現在） 

10 百万円 
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（６）設立年月日 1925 年７月 2024 年４月 

（７）発行済株式数 1,575,899 株 100 株 

（８）決算期 ３月 31 日 ３月 31 日 

（９）大株主及び 

持株比率 

日本ピグメント取引先持株会 11.79％ 

株式会社みずほ銀行 

(常任代理人 株式会社日本カストディ銀行) 4.44％ 

株式会社十六銀行 4.43％ 

株式会社日本カストディ銀行（信託口) 3.90％ 

東京海上日動火災保険株式会社 3.12％ 

日本化薬株式会社 3.11％ 

三井住友信託銀行株式会社 

(常任代理人株式会社日本カストディ銀行) 2.77％ 

東レ株式会社 2.27％ 

長瀬産業株式会社 2.07％ 

田中 洋二 1.90％ 

日本ピグメント株式会社 100％ 

 

（取得による企業結合） 

当社は、2024 年３月１日開催の取締役会において、住化カラー株式会社（以下、「住化カラー社」という。）の株

式を取得し、子会社化することを決議いたしました。また、2024 年４月 30 日に住化カラー社の株式を取得してお

ります。 

１. 企業結合の概要 

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容 

被取得企業の名称 住化カラー株式会社 

事業の内容 各種合成樹脂用着色剤マスターバッチおよびコンパウンド等の製造・販売 

（2）企業結合を行った主な理由 

住化カラー社は、住友化学グループの一員として化学に裏打ちされた製品、製造技術により持続可能な社会の実

現に貢献することを目的とし、高度な技術力及び開発力を持ち合わせた樹脂用着色剤の製造販売を主力としている

国内外に事業展開する企業であります。当社は、現在中期経営計画「Change＆Evolution2025」において持続的な

成長基盤の確立を目指し、事業構造の変革を進めており、住化カラー社が当社グループに加わることで、当取り組

みを加速化できるものと判断しております。また、この度の子会社化は両社が長年培ってきた経営資源をもとに、

お互いの営業力や技術力の融合を図ることで、当業界での揺るぎない地位を確立、提案力や技術サポート力等の強

化・向上が期待され、更には新たな顧客や新製品、新しい分野への挑戦がビジネスの拡大となり、当社グループの

企業価値の向上につながると考えております。 

（3）企業結合日 

2024 年４月 30 日 

（4）企業結合の法的形式 

株式取得 
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（5）結合後企業の名称 

名称に変更はありません。 

（6）取得する議決権比率 

97.28％ 

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠  

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。 

２. 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

取得の対価 現金 1,000 百万円 

取得原価  1,000 百万円 

３. 主要な取得関連費用の内容及び金額 

現時点では確定しておりません。 

４. 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

現時点では確定しておりません。 

５. 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

現時点では確定しておりません。 
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